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■背景および目的 
1991年の大学設置基準の緩和（いわゆる，大綱化）により，保健体育科目は，実技と講義各 2単
位の計4単位必修であった卒業要件が廃止され，多くの大学でカリキュラムが変更された．それ以
降，全国各地で大学教育の教養（一般・共通・基礎）科目として開講する体育授業（以下，大学体
育）は，各大学の建学の理念・精神または各学部・学科の教育目標・目的を達成するために，体系
的なカリキュラム編成に委ねられることとなった．カリキュラム改革を行った大学では，大学体育
を卒業要件からはずしたり，単位数を減少させたりする事例が多く現れた（小林，2013）．このよう
な大学体育のカリキュラム改革に伴い，その実態を把握するために，全国規模の調査がこれまでい
くつか行われてきた．唯一，わが国の全大学を対象に大学体育の実態調査を行っているのは，奈良
ほか（2000）の研究のみである．大綱化から28年を迎えた現在において，全国規模の大学体育の実
態調査を，今行うことは今後の大学体育の実践にとって意義があるといえる． 
その一方で，これまでの大学体育に関する国際規模の実態調査をみると，世界の大学体育・スポ
ーツ実態調査（木下ほか，1986）や日本と諸外国の大学保健体育の動向調査（徳永ほか，1996）な
どが行われてきているが，今世紀以降に行われた国際的な実態調査は見当たらない．また，東アジ
ア隣国の中韓台において大学体育が開講されているとの報告（姜・石川，1988；蔡ほか，2004；小
林・張，2014）はあるが，現在の大学体育の教育システムの詳細な実態は不明である．大学教育の
国際化が叫ばれる今日，わが国の大学体育の価値や意義を，国際比較研究として近隣の国々と比較
検討していくことは，わが国の大学体育の改善・発展に寄与する知見となるだろう．本研究は，国
の制度や規模などの類似点を踏まえ，比較検討可能な調査項目の多いと考えられる日韓台を対象に，
現在の大学体育の教育システムの概要を明らかにすることとした． 
以上より，本研究の目的は，大学体育が国内で広く一般に行われている日韓台おける大学体育の
教育システム（開講状況・カリキュラム・教員プロフィール）の概要と特徴を明らかにし，その類
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似点と相違点を整理することから，わが国を含む東アジア隣国の大学体育のより良い実践に寄与す
る有益な知見を提示することとした．  
本研究の目的を達成するために，以下の 2つの研究課題を設定した． 
【研究課題1】 
わが国の大学体育の開講状況について，全大学対象の悉皆調査から，その概要を明らかにする．  
【研究課題2】 
日韓台における大学体育の教育システムの現状について，1)開講講状況に関する悉皆調査と，
2）カリキュラム・3）教員プロフィール等に関する標本調査から，その類似点と相違点を明らかに
する． 
 
■方法 
【研究課題1】 
2016年4月における大学775校のうち，学士課程を置かない大学院大学 24校と大学体育を開講
しない体育系学部の単科大学9校を除く742校を最終的な調査対象とした．調査方法は，各大学の
Webサイトを検索し，2016年度の学則，学生便覧，シラバス等を情報源に，大学体育の概要につい
ての調査内容を統一して抽出することとした．調査内容は，上記の方法で調査可能な大学体育の
1)開講の有無，2）授業形態，3）必修・選択の別，4）必修単位数，5）科目群の統合名称，以上5
項目を主に全国規模の実態調査として行われた先行研究（奈良ほか，2000；小原・奈良，2001；小
林，2013）と大体連の調査報告書を参考に選定した．収集した情報は，設置区分（3），規模区分
（4）（日本私立大学団体連合会，2016），地域区分（12）（総務省統計局，2016）に分類した． 
【研究課題2】 
調査方法および内容は，日韓台での国際比較研究を可能とするために，共通概念的枠組みとして
大学体育の教育システム（梶田ほか，2018）を採用した．また，本研究から得られた情報の分析は，
比較体育学の国際比較研究でよく引用されている比較教育学の「教育における比較の四段階研究法」
（Bereday，1964）と比較教育学の分析フレームワークとして幅広い分野で引用される「ブレイ・ト
マスキューブモデル」（Bray and Thomas，1995）を参考にした．本研究の調査対象は，国際比較研
究を可能とするために，「機縁法」調査に近いかたちとして著者らの知人を中心に調査協力の依頼が
でき，かつ調査回答を得ることのできる大学に限定したかたちで選定した．また，本調査はランダ
ムサンプリングではなく，「合目的的サンプリング」を用いた．さらに，調査対象を選定するにあた
り，「層化抽出法」を参照し，各国の首都圏の大学を中心に広く地方の大学までをサンプリングした．
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その他のレベルとしては，大学の設置区分，規模区分など，限定したサンプリングの中でも偏りの
少ないかたちで選定した．以下に，各国の具体的な調査方法および内容を記述した． 
日本の全大学における大学体育の開講状況に関する調査は，上記のとおり，2016年4月におけ
る大学742校を最終的な調査対象とした．調査方法は，上記のとおりであった．調査内容は，全大
学における大学体育の1)開講の有無，2）授業形態，3）必修・選択の別，以上 3項目とした．各
大学における大学体育の教育システムに関する調査は，2017年度の実態について回答を得られた
57校を最終的な調査対象とした．調査方法は，主に質問紙調査を情報源とし,必要な場合のみ適
宜，Eメールや電話などによる追加調査を行った．具体的には，Webサイトを用いて作成された質
問紙に回答してもらう形式を用いた．調査内容は，各大学における大学体育の教育システムの1）
開講状況，2）カリキュラム，3)教員プロフィールの各種項目とした．韓国の全大学における大学
体育の開講状況に関する調査は，2017年4月における大学247校のうち，学士課程を置かない大
学院大学46校と教養体育を開講しない体育系学部の単科大学1校とWebサイトによる検索調査か
ら情報を得ることができなかった 10校を除く190校を最終的な調査対象とした．調査方法および
内容は，上記の日本の調査とほぼ同様であった．各大学における大学体育の教育システムに関する
調査は，2017年度の実態について回答を得られた 10校を最終的な調査対象とした．調査方法は，
主に質問紙調査を情報源とし，Eメールを用いて韓国語に翻訳した質問紙に回答してもらう形式を
用いた．また，調査対象における回答者の同意を得ることができた4校において，現地でのインタ
ビュー調査を行った．具体的には，半構造化インタビューを用い，事前に回答してもらった質問紙
調査の結果を「補助資料」とし，その内容の詳細と韓国全体の大学体育の実態について語ってもら
った．調査内容は，上記の日本の調査とほぼ同様であった． 
台湾の全大学における大学体育の開講状況に関する調査は，2017年4月における大学145校の
うち，大学体育を開講しない体育系学部の単科大学2校を除く143校を最終的な調査対象とした．
調査方法は，日韓のようにWebサイトを検索する調査を行わず，教育部體育署學校體育統計年報
（台湾教育部，2017）を引用して情報を収集した．調査内容は，上記の日韓の調査とほぼ同様であ
った．各大学における大学体育の教育システムに関する調査は，2017年度の実態について回答を
得られた10校を最終的な調査対象とした．調査方法は，主に質問紙調査を情報源とし, Eメール
を用いて台湾語に翻訳した質問紙に回答してもらう形式と調査を依頼した大学を直接訪問し，その
場で質問紙に回答してもらう形式の 2つを用いた．また，調査対象における回答者の同意を得るこ
とができた6校において，現地でのインタビュー調査を行った．具体的なインタビュー調査の方法
は，上記の韓国の調査とほぼ同様であった．調査内容は，上記の日韓の調査とほぼ同様であった． 
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■結果および考察 
本研究から，わが国における大学体育の開講状況に関する現在の概要が，2000年以降で初めて明
らかとなった．1991年の大学設置基準の大綱化から四半世紀が経った現在においても，大学体育は
各大学の建学の理念・精神や各学部・学科の教育目標・目的に応じたカリキュラム編成に多少の差
異はあるものの，2016年のわが国の大学97.7%（725校）に大学体育は存在し，40.8%（296校）が
一部学部・学科のみ必修として開講されており，28.0%（203校）が全学必修として開講されている
ことがわかった．特に，国立大学と大規模校に必修として開講している割合の高いことが本研究か
ら明らかとなった．また，地域区分別では，一部学部・学科のみ必修と全学必修で多少差異はある
が，大学体育の必修率の高い地域は，東北，北関東，北陸，甲信越，九州・沖縄の5つに限定され
た．特に，大学体育のFD活動やそれに関する教育研究の活発な九州・沖縄では，大体連加盟校にお
ける大学体育の必修率が高く，必修単位数は最も高いことが明らかとなった．その一方で，各大学
におけるカリキュラム改革に伴い，大学体育の授業形態として講義が減少し，実技系の大学体育が
増加してきていることがわかった．その背景には，実技と講義を組み合わせた演習形式の授業が増
え，講義よりも実技の要素を重視するようになったことが考えられる．また，大学体育の必修単位
数の平均値は2単位以上を認めているが，その一方で6割以上の大学においては，大学体育を選択
として開講していることが示された．大学体育の必修単位数の減少は，各大学のカリキュラム編成
に伴う大学体育の選択化が影響していると考えられる．さらに，大学体育の科目群の統合名称は，
「保健体育」という名称から変更した大学は8割以上あり，「体育」に比べて「スポーツ」を用語に
含む割合が高くなり，「保健」を用語に含む割合が低くなったことが明らかとなった．以上より，わ
が国の大学体育の開講状況に関する現在の概要を，悉皆調査として明らかにすることができた． 
次に，日韓台の大学体育の教育システムを比較検討することから，各国における大学体育の現状
における類似点と相違点が初めて明らかとなった．各国の大学体育の開講状況として，2016-2017
年現在の大学体育の開講率は，高い順に台湾99.3％，日本97.7％，韓国90.0％であり，中国を含
めた東アジア隣国の4カ国のほとんどの大学に大学体育は開講されていることがわかった．また，
各国の大学体育は実技系を中心とした開講となっており，日韓の6割程度の大学に大学体育の講義
が開講されている一方で，台湾は大学体育の講義が全く開講されていないことがわかった．日韓の
多くの大学において大学体育が開講されている一つの背景は，教員免許取得に必要な科目として大
学体育を位置づけていることが考えられる．その一方で，台湾は教員免許取得に必要な科目として
大学体育を位置づけていないため，大学体育の位置付けは異なる背景があると考えられる．大学体
育のさらに，大学体育の一部学部・学科のみの必修率は，高い順に台湾100.0％，日本40.8％，韓
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国8.2％であり，特に，台湾は全大学において全学必修として開講されており，その 7割程度の大
学において2年以上必修である一方で，大学体育は卒業単位に認められないという特殊な実態にあ
ることが明らかとなった．1991年の大学設置基準の大綱化から大学体育の選択化が進んだ日本と
同様に，韓国は1989年に教育法の改正，台湾は 1994年に大学法の改正に伴って大学体育のカリキ
ュラムの変更が行われており，特に，韓国は大学体育に限らず，教養教育全般の選択化が進行して
いる．また，台湾は全体の卒業単位数の削減と教育コスト削減において大学体育がその対象とされ
る傾向にあり，各国の18歳人口の減少に伴い，新たな大学教育の改革が迫られる中で，大学体育
の現状は共通して厳しい側面が多いと考えられる． 各国の大学体育の教育システムにおけるカリ
キュラムとして，大学体育の教育目標で最も重視する内容は，日本が「協同プレーの価値理解と友
人形成」，韓国が「体力・身体活動の増強」，台湾が「規則的な生活習慣の確立」であった．大学体
育の教育目標で最も重視する内容の差異は，各国における文化的・歴史的背景による体育の考え方
の違いにあると考えられ，日本の大学体育はスポーツ教育の影響があり，韓台の大学体育は軍事訓
練や軍事教練の影響があると推察される．また，成績評価の3つの観点のうち，最も重視する内容
は，日本が「態度・意欲」，韓台が「技能」であった．各国の大学体育の教育目標と成績評価の観
点には，一定の関連性があり，「体力・身体活動の増強」は大学体育の教育目標として各国の共通
した特徴だと考えられる．さらに，成績評価の材料における日本との相違点として，韓国は大学体
育をGPAに含まず，Pass/Failの評価に移行する大学があり，台湾は実技テストや学科テストなど
の中間・期末テストを設けていることがあげられる．各国の大学体育の教育システムにおける教員
プロフィールとして，大学体育を担当する専任教員は5-6割程度であり，各国ともに大学体育を担
当する教員の多くは非常勤講師であることがわかった．また，大学体育を担当する教員の最高取得
学位は，韓国において「博士」取得率が最も高く，日台の大学体育を担当する教員の多くは「修
士」であることがわかった．各国において最高取得学位が「学士」で大学体育を担当する教員の多
くは，国際レベルの競技歴やオリンピック出場経験などといった特別な業績を有する者であること
が明らかとなった．そして，大学体育を担当する教員の学士の種別として，体育スポーツ系学士の
取得率は，各国の9割程度を占めており，特に，台湾は日韓よりも，大学体育の教員の任用条件に
教員免許取得（体育）を課している大学が多いことがわかった．各国の大学体育の教育システムに
おける開講状況として，大学体育の1つの授業の受講者数は，以上より，日韓台の大学体育の教育
システムの現状を国際比較研究として明らかにすることができた． 
